
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

公共施設等総合管理計画策定の要点 1 

２８年度までに公共施設等総合管理計画の策定が要請されていますが、公共施設の老朽化対策には財政面での検

証が不可欠となります。計画の推進にも施設カルテを核としたＤＢ構築と継続的データ更新に連携する資産カルテ

としての固定資産台帳ＤＢが欠かせません。 

また、１月２３日に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計マニュアル」の中で固定資産台帳は

公共施設マネジメントと共有する新規格に変更されました。総務省による公会計標準システムもこの秋には固定資

産台帳システム部分が提供される予定となっています。 

今回のセミナーでは、固定資産台帳＝資産カルテと財務執行データから連携して施設カルテをＤＢ形成し、総務

省指針に基づく最低ラインをクリアし、計画を継続的に推進・発展させていく手順を勉強します。 

研 修 内 容 

岩手会場  いわて県民情報交流センターアイーナ ５０１会議室 
        岩手県盛岡市盛岡駅西通一丁目７番１号 

平成２７年４月３０日（木）１０：３０～１２：００ 

会 場・日 時 

青森会場  青森県観光物産館 アスパム 
        青森県青森市安方一丁目１番４０号 

平成２７年５月 １日（金）１０：３０～１２：００ 

秋田会場  秋田中央税理士法人 
        秋田県秋田市山王五丁目７番２８号 

平成２７年５月 ８日（金）１０：３０～１２：００ 

 

一般社団法人 地方公会計研究センター 理事 青木 孝憲 氏 

※講演内容、講演者は、変更する場合があります。 

公共施設等総合管理計画セミナー

一般社団法人 地方公会計研究センター のご紹介 

 「公会計改革に協力する会計人の会」が平成 25 年 2 月法人化しました。 

全国 300 の自治体の公会計実務をサポート。自治体の担当職員の参加も得て、６２回にわた

る研究実績、２冊の書籍発行等、公会計には多くの実績があります。 

 

公会計固定資産台帳→施設カルテ(施設別行政ｺｽﾄ計算､ ) 2 

長期財務シミュレーション(財政面の検証) 4 
施設評価(維持継続･統合化･複合化･廃棄･ＰＰＰ)と基本方針の策定 3 

合同開催：佐藤税理士法人、㈱近田会計事務所、秋田中央税理士法人 

協力：一般社団法人 地方公会計研究センター 

公共施設の老朽化対策＝地方創生と財政健全化 



 

公共施設等総合管理計画セミナー 申込書 

貴自治体・団体名 

電話番号 ＦＡＸ番号 

お名前 部署／お役職 メールアドレス 

   

   

   

 

ご希望の会場に ○ を付け、各会場の担当までＦＡＸ願います。 

 

会場の選択 ＦＡＸ番号 ・ 会場の担当事務所 

岩手会場 

ＦＡＸ番号 ０１９－６３５－３５４５ 

お問合わせは、佐藤税理士法人 公益事業部 担当：吉田 

       住所：岩手県盛岡市本宮二丁目５－１ 

       電話：０１９－６３５－３１５５ 

青森会場 

ＦＡＸ番号 ０１７８－４４－８１４９ 

お問合わせは、株式会社 近田会計事務所 担当：熊野 

       住所：青森県八戸市根城八丁目６－１１ 

       電話：０１７８－４３－７０５１ 

秋田会場 

ＦＡＸ番号 ０１２０－４０－２４８８ 

お問合わせは、秋田中央税理士法人 担当：杉山 

       住所：秋田県秋田市山王五丁目７－２８ 

       電話：０１２０－０８－９６９６ 

 

個人情報の取扱いについて 

１．佐藤税理士法人、株式会社近田会計事務所及び秋田中央税理士法人は、お客様の個人情報をお

取扱いさせて頂く上で、個人情報保護に関する法令・規範及び弊社の個人情報保護方針に従い

適切に収集・利用・管理致します。 

２．本セミナー（公共施設等総合管理計画セミナー）の申込において知り得たお客様の個人情報は、

本セミナー及び今後のセミナー開催に関するご連絡・ご案内、並びに弊社各種サービスのご案

内に利用させて頂きます。 

３．また、ご提供頂いた個人情報は総合的サービスを提供するために、協賛各社に提供し、上記記

載の利用目的の範囲に限り、共同利用する事があります。 


